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一問一答 問題集＜労働基準法＞

１ 総 則

１
１回目 ２回目 ３回目

労働基準法第１条第１項においては、「労働条件は、労働者 Ａ ため

の必要を充たすものでなければならない。」と規定されている。

２
１回目 ２回目 ３回目

労働基準法第１条は、この法律で定める労働条件の基準は最低のものであ

るから、労働関係の当事者はこの基準を理由として労働条件を低下させては

ならない旨定めるが、労働条件の低下が社会経済情勢の変動等他に決定的な

理由がある場合には、これに抵触するものではない。

３
１回目 ２回目 ３回目

使用者は、労働協約、就業規則及び労働契約を遵守し、誠実に各々その義

務を履行しなければならないが、使用者よりも経済的に弱い立場にある労働

者についてはこのような義務を定めた規定はない。

４
１回目 ２回目 ３回目

労働者及び使用者には、労働基準法第２条第２項で、就業規則を遵守すべ

き義務が課されているが、この義務違反については、使用者に対してのみ罰

則が設けられている。

１ 平成 19 年・過去問

Ａ：が人たるに値する生活を営む

２ ○ 平成 12 年・過去問

労働基準法１条は、労働基準法に規定があることを理由として労働条件を

低下させることを禁止した規定です。例えば、１日の所定労働時間が７時間

であった事業において、労働基準法の規定が８時間なので、それを理由とし

て、所定労働時間を８時間とすることを禁じています。

３ × 平成 21 年・過去問

労働基準法２条２項において、「労働者及び使用者は、労働協約、就業規

則及び労働契約を遵守し、誠実に各々その義務を履行しなければならない」

と規定しています。つまり、労働者についても、労働協約などを遵守し、そ

の義務を履行しなければなりません。

４ × 平成７年・過去問

労働基準法２条２項は訓示的規定なので、労働者、使用者いずれについて

も罰則は定められていません。

sample
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５
１回目 ２回目 ３回目

均等待遇を定めた労働基準法第３条では、労働者の国籍、信条、性別又は

社会的身分を理由として賃金、労働時間その他の労働条件について差別的取

扱いをすることは禁止されている。

６
１回目 ２回目 ３回目

労働基準法第３条では、信条による労働条件の差別的取扱いを禁止してい

るが、企業における労働者の雇入れについては、特定の思想、信条を有する

者をその故をもって雇い入れることを拒んでも、直ちに違法とすることがで

きないというのが最高裁判所の判例の趣旨である。

７
１回目 ２回目 ３回目

使用者は、労働者の国籍、信条又は社会的身分を理由として、賃金、労働

時間について差別的取扱いを行ってはならず、このことは解雇や安全衛生に

ついても同様である。

８
１回目 ２回目 ３回目

賃金その他の労働条件について、労働者を女性であるという理由で男性よ

りも不利に取り扱うことは禁止されているが、男性よりも有利に取り扱うこ

とは禁止されていない。

５ × 平成 19 年・過去問

労働基準法３条では、「性別」を理由とした差別的取扱いは、禁止してい

ません。使用者は、労働者の国籍、信条又は社会的身分を理由として、賃金、

労働時間その他の労働条件について、差別的取扱いをしてはならないとされ

ています。

６ ○ 平成９年・過去問

「雇入れ」については労働基準法３条の「均等待遇」の規定が適用されな

いので、特定の思想等を理由として採用を拒否しても、それだけでは労働基準

法違反となりません。

７ ○ 平成 11 年・過去問

設問の差別的取扱いの禁止の対象となる労働条件には、賃金、労働時間は

もちろん、解雇、安全衛生、災害補償、寄宿舎等も含まれます。

８ × 平成 10 年・過去問

労働基準法において女性であることを理由とした差別的取扱いを禁止し

ているのは「賃金」についてのみです。その他の労働条件については、禁止

していません。また、差別的取扱いには、不利に取り扱う場合だけでなく、

有利に取り扱う場合も含まれます。
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９
１回目 ２回目 ３回目

支給条件が就業規則であらかじめ明確にされた退職手当について、当該就

業規則において労働者が結婚のため退職する場合に女性には男性に比べ２

倍の退職手当を支給することが定められているときは、その定めは労働基準

法第４条に反し無効であり、行政官庁は使用者にその変更を命ずることがで

きる。

10 １回目 ２回目 ３回目

暴行、脅迫、監禁その他精神又は身体の自由を不当に拘束する手段によっ

て労働者の意思に反して労働を強制することを禁じる労働基準法第５条の

規定の適用については、同条の義務主体が「使用者」とされていることから、

当然に、労働を強制する使用者と強制される労働者との間に労働関係がある

ことが前提となるが、その場合の労働関係は必ずしも形式的な労働契約によ

り成立していることを要求するものではなく、当該具体例において事実上労

働関係が存在すると認められる場合であれば足りる。

11 １回目 ２回目 ３回目

労働基準法第５条では、使用者は、暴行、脅迫、監禁その他精神又は身体

の自由を不当に拘束する手段によって、労働者の意思に反して労働を強制し

てはならないとしているが、就業規則に社会通念上認められる懲戒罰を規定

することは、不当に拘束することに該当しない。

９ ○ 平成 12 年・過去問

女性の賃金を男性に比して有利に扱う場合も、「男女同一賃金の原則」に

抵触します。ですので、そのような定めのある就業規則については、行政官

庁は使用者にその変更を命ずることができます。

なお、法令又は労働協約に抵触する就業規則については、行政官庁が使用

者にその変更を命ずることができます。

10 ○ 平成 13 年・過去問

設問の「労働関係」とは、必ずしも形式的な労働契約により成立している

ことを要求するものではなく、当該具体例において事実上労働関係が存在す

ると認められる場合であれば足ります。

11 ○

就業規則に社会通念上認められる懲戒罰を規定することは、不当に拘束す

ることに該当しません。したがって、このような懲戒罰を規定したとしても、

「強制労働の禁止」の規定に違反することにはなりません。
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12 １回目 ２回目 ３回目

労働基準法第５条では、「使用者は、暴行、脅迫、監禁その他精神又は身

体の自由を不当に拘束する手段によって、労働者の意思に反して労働を強制

してはならない」と規定していることから、これに違反した場合に罰則が科

されるのは、使用者に限られる。

13 １回目 ２回目 ３回目

ある労働者派遣事業が、所定の手続を踏まないで行われている違法なもの

であっても、当該労働者派遣事業の事業主が業として労働者派遣を行う行為

は、「何人も、法律に基いて許される場合の外、業として他人の就業に介入

して利益を得てはならない。」と規定する労働基準法第６条の中間搾取には

該当しない。

14 １回目 ２回目 ３回目

中間搾取の禁止を規定する労働基準法第６条における「業として利益を得

る」とは、営利を目的として、同種の行為を反覆継続することをいう。した

がって、１回の行為であっても、反覆継続して利益を得る意思があれば充分

であり、それが主業としてなされる場合と副業としてなされる場合とを問わ

ない。

15 １回目 ２回目 ３回目

労働基準法は、労働時間中における労働者の選挙権その他公民としての権

利の行使の保障に関する規定を置いているが、この公民としての権利には、

民法による損害賠償に関する訴権の行使は含まれない。

12 ○

そのとおりです。なお、強制労働の禁止に違反した場合の罰則は、労働基

準法上最も重いものであって、具体的には「１年以上 10 年以下の懲役又は

20 万円以上 300 万円以下の罰金」とされています。

13 ○ 平成 15 年・過去問

設問の労働者派遣事業は、労働者派遣法に抵触することになりますが、「中

間搾取の排除」の規定違反とはなりません。

なお、労働者派遣は、派遣元と労働者との間の労働契約関係（雇用関係）

及び派遣先と労働者との間の指揮命令関係を合わせたものが全体として一

の労働関係となります。

14 ○ 平成 13 年・過去問

「業として」とは、主業であると副業であるとを問わず、同種の行為を反

復継続することをいい、１回の行為であっても、反復継続する意思があれば、

これに該当します。

15 ○ 平成 12 年・過去問

民法による損害賠償に関する訴権の行使は、公民としての権利の行使に該

当しません。なお、行政事件訴訟法５条に規定する民衆訴訟及び公職選挙法

25条に規定する選挙人名簿に関する訴訟等は、公民権の行使に該当します。
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16 １回目 ２回目 ３回目

労働者が労働審判手続の労働審判員としての職務を行うことは、労働基準

法第７条の「公の職務」には該当しないため、使用者は、労働審判員に任命

された労働者が労働時間中にその職務を行うために必要な時間を請求した

場合、これを拒むことができる。

17 １回目 ２回目 ３回目

使用者は、労働時間中に、選挙権行使のために必要な時間を労働者が請求

した場合、必ずしも当該時間をその請求する時刻に与えなければならないも

のではない。

18 １回目 ２回目 ３回目

公職に就任することが会社業務の遂行を著しく阻害するおそれのある場

合においては、公職の就任を使用者の承認にかからしめ、その承認を得ずし

て公職に就任した者を懲戒解雇に付する旨の就業規則の条項を適用して従

業員を懲戒解雇に付することも許されるとするのが最高裁の判例である。

19 １回目 ２回目 ３回目

労働者が労働時間中に選挙権その他公民としての権利を行使するために

就業しなかった場合、使用者は当該就業しなかった時間分の通常の賃金を支

払わなければならない。

16 × 平成 21 年・過去問

「労働審判員としての職務」は、公の職務に該当します。したがって、設

問の労働者が必要な時間を請求した場合、使用者は、その請求を拒むことは

できません。なお、国会議員、地方議会議員等としての職務なども、公の職

務に該当します。

17 ○

使用者は、権利の行使に妨げがない限り、請求された時刻を変更すること

ができます。したがって、必ずしも請求する時刻に与えなければならないわ

けではありません。

18 × 平成 16 年・過去問

労働基準法７条は、労働時間中の公民権行使及び公の職務の執行を保障し

たものなので、公職の就任を使用者の承認によること、すなわち、承認なく

して公職に就任した者を懲戒解雇にする規定は、労働者の公民権行使の自由

を制限することになるので、設問のような就業規則の条項は無効とするとい

うのが、最高裁の判例です。

19 × 平成 10 年・過去問

「ノーワーク・ノーペイ」。公民権行使のために労働者が労働しなかった時間

について、使用者に賃金の支払は義務づけられていません。有給とするか、

無給とするかは、当事者に委ねられています。
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20 １回目 ２回目 ３回目

労働基準法上の「労働者」とは、職業の種類を問わず、賃金、給料その他

これに準ずる収入によって生活する者をいう。

21 １回目 ２回目 ３回目

形式上は請負契約のようなかたちをとっている場合は、その実体にかかわ

らず、当該請負人は労働基準法第９条の「労働者」には当たらない。

22 １回目 ２回目 ３回目

労働基準法でいう「労働者」とは、職業の種類を問わず、事業又は事務所

に使用される者で賃金を支払われる者をいい、法人のいわゆる重役で業務執

行権又は代表権を持たない者が、工場長、部長の職にあって賃金を受ける場

合は、その限りにおいて同法第９条に規定する労働者である。

23 １回目 ２回目 ３回目

労働基準法は、家事使用人については適用されないが、個人の家庭におけ

る家事を事業として請け負う者に雇われてその指揮命令の下に当該家事を

行う者は、家事使用人に該当しない。

24 １回目 ２回目 ３回目

労働基準法は、日本国内の事業で使用される労働者であれば、日本人であ

るか外国人であるかを問わず、また、当該外国人の就労が不法就労であるか

否かを問わず適用されるものである。

20 × 平成 10 年・過去問

設問の労働者の定義は、労働組合法に定義する労働者です。労働基準法で

いう「労働者」とは、職業の種類を問わず、事業又は事務所に使用される者

で賃金を支払われる者をいいます。

21 ×

形式上は請負契約のようなかたちをとっていても、その実体において使用

従属関係が認められるときは、その関係は請負関係ではなく、労働関係とな

るので、その場合の請負人は「労働者」となります。

22 ○ 平成 19 年・過去問

株式会社の取締役であっても、労働者に該当することはあります。法人の

重役で業務執行権又は代表権を持たない者が、工場長、部長の職にあって賃

金を受ける場合は、その限りにおいて労働者となります。

23 ○ 平成 13 年・過去問

設問の者は、「家事を事業として請け負う者」に雇われた労働者なので、

家事使用人に該当しません。なお、「家事使用人」に該当するか否かは、従

事する作業の種類、性質の如何等を勘案して具体的に当該労働者の実態によ

り決定すべきものとされていて、家事一般に従事している者がこれに該当し

ます。

24 ○ 平成 10 年・過去問

外国人であっても、日本国内の事業に使用され、「労働者」に該当すれば、

法令や条例に特別の定めがある場合を除いて、労働基準法が適用されます。

その就労が合法であるか、不法であるかは問いません。
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25 １回目 ２回目 ３回目

労働基準法の別表第１には第１号から第 15号まで各種の事業が掲げられ

ているが、同法の適用はこれらの事業に限られるものではない。

26 １回目 ２回目 ３回目

労働基準法上の使用者は、同法各条の義務について実質的に一定の権限を

与えられている者であり、たとえ名称が部長や課長等の管理職的な名称であ

っても、このような権限が与えられておらず、単に上司の命令の伝達者にす

ぎない場合は、同法上の使用者とはみなされない。

27 １回目 ２回目 ３回目

いわゆる在籍型出向の出向労働者については、出向元及び出向先の双方と

それぞれ労働契約関係があるので、原則として出向元及び出向先に対しては

それぞれ労働契約関係が存する限度で労働基準法等の適用があるが、そのう

ち労働契約関係の基本である賃金に関する事項については出向元のみが使

用者となり、それ以外の事項については、出向元、出向先及び出向労働者三

者間の取決めによって定められた権限と責任に応じて、出向元の使用者又は

出向先の使用者が出向労働者について労働基準法等における使用者として

の責任を負うものと解されている。

28 １回目 ２回目 ３回目

労働者派遣における派遣労働者については、派遣元の事業主に労働基準法

が適用され、派遣先の事業主には労働基準法は適用されない。

25 ○ 平成 14 年・過去問

労働基準法は、労働者を使用する事業であれば、その業種を問わず適用さ

れます。

26 ○ 平成 11 年・過去問

使用者であるか否かの判断は形式によらず、実態で判断するので、一定の

権限が与えられていない者は、使用者とはみなされません。

27 × 平成 14 年・過去問

「賃金に関する事項については出向元のみが使用者となり」とありますが、

そうではありません。在籍型出向については、出向元、出向先それぞれにお

いて労働契約関係があるので、出向元、出向先及び出向労働者の三者間の取

決めによって定められた権限と責任に応じて出向元の使用者又は出向先の

使用者が出向労働者についての使用者責任を負います。設問のような取扱い

をするのではありません。

28 × 平成 10 年・過去問

派遣労働者が現実に労働する場所は、派遣先の事業場であり、派遣元の事

業主が使用者責任を負うことができないものがあります。これらについては、

派遣先の事業主が使用者責任を負います。
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29 １回目 ２回目 ３回目

労働基準法上、賃金とは、賃金、給料、手当、賞与その他名称の如何を問

わず、労働の対償として使用者が労働者に支払うすべてのものをいうとされ

ているが、使用者が労働者に支払うものであっても、実費弁償として支払わ

れる旅費は、賃金ではない。

30 １回目 ２回目 ３回目

結婚手当は、使用者が任意的、恩恵的に支給するという性格を持つため、

就業規則によってあらかじめ支給条件が明確に定められ、その支給が使用者

に義務付けられている場合でも、労働基準法第 11 条に定める賃金には当た

らない。

31 １回目 ２回目 ３回目

労働者が法令の定めにより負担すべき社会保険料を使用者が労働者に代

わって負担する場合は、労働者の福利厚生のために使用者が負担するもので

あるから、この使用者が労働者に代わって負担する部分は、労働基準法第

11条の賃金には該当しない。

32 １回目 ２回目 ３回目

年２回支給される賞与は、平均賃金の算定の基礎となる賃金の総額には、

含まれない。

29 ○ 平成 19 年・過去問

通常実費弁償としてとらえられている旅費や社用のため役職員に支給さ

れる役職員交際費等は、賃金ではないとされています。

30 × 平成 22 年・過去問

結婚手当等の使用者が任意的・恩恵的に支払うものは、原則として賃金と

なりませんが、労働協約、就業規則、労働契約等によってあらかじめ支給条

件が明確なものは、労働の対償であり、その支払を確保する必要があるので、

賃金となります。

31 × 平成 19 年・過去問

労働者が本来負担すべき所得税や社会保険料を使用者が負担した場合、法

律上当然に生ずる義務を免れる（労働者に利益が生ずる）ことになるので、

それは福利厚生ではなく、使用者が労働者に代わって負担する部分は賃金と

なります。

32 ○

平均賃金の算定の基礎となる賃金の総額には、

● 臨時に支払われた賃金

● ３カ月を超える期間ごとに支払われる賃金

● 通貨以外のもので支払われた賃金で一定の範囲に属しないもの

は算入しません。
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33 １回目 ２回目 ３回目

平均賃金の計算においては、業務災害又は通勤災害により療養のために休

業した期間、産前産後の女性が労働基準法の規定によって休業した期間、使

用者の責めに帰すべき事由によって休業した期間、育児・介護休業法の規定

によって育児休業又は介護休業をした期間及び試みの使用期間については、

その日数及びその期間中の賃金を控除する。

34 １回目 ２回目 ３回目

使用者が、通勤手当の代わりとして、６カ月ごとに通勤定期乗車券を購入

し、これを労働者に支給している場合、通勤手当は賃金ではあるが、６カ月

ごとに支給される通勤定期乗車券は、労働基準法第 12条第４項に定める「三

箇月を超える期間ごとに支払われる賃金」に該当するので、平均賃金算定の

基礎となる賃金には算入されない。

              

35 １回目 ２回目 ３回目

労働者に対して 20日後に解雇する旨の予告をする場合には、平均賃金の

10 日分以上の手当を支払う必要があるが、この場合の平均賃金の算定すべ

き事由の発生日は、解雇する旨の予告をしてから 20日後の日である。

36 １回目 ２回目 ３回目

労働基準法第 91条に規定する減給の制裁に関し、平均賃金を算定すべき

事由の発生した日は、減給の制裁の事由が発生した日でなく、減給の制裁の

意思表示が相手方に到達した日である。

33 × 平成 13 年・過去問

平均賃金の計算においては、「通勤災害により療養のために休業した期間」

は控除される期間に含まれません。

業務上の負傷又は疾病により療養のために休業した期間及びその期間中

の賃金は、平均賃金の算定から控除しますが、業務外の負傷又は疾病により

療養のために休業した期間及びその期間中の賃金は、平均賃金の算定に含ま

れます。

34 × 平成 17 年・過去問

「３カ月を超える期間ごとに支払われる賃金」は、平均賃金の算定の基礎

から除かれますが、設問の定期乗車券は、これには該当せず、各月分の賃金

の前払として認められるので、平均賃金の算定の基礎となる賃金に算入され

ます。

35 × 平成５年・過去問

設問の平均賃金の算定事由発生日は、労働者に解雇の通告をした日です。

36 ○ 平成 17 年・過去問

減給の制裁に関し、平均賃金を算定すべき事由の発生した日は、減給の制

裁の意思表示が相手方に到達した日です。制裁の事由が発生した日や制裁を

決定した日ではありません。
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37 １回目 ２回目 ３回目

平均賃金は、原則として、これを算定すべき事由の発生した日以前３カ月

間にその労働者に対し支払われた賃金の総額を、その期間の総日数で除して

算定するものとされているが、賃金がいわゆるパートタイマーに多くみられ

るように労働した時間によって算定される場合には、その金額は、賃金の総

額をその期間中に労働した日数で除した金額の 100分の 60を下ってはなら

ないこととされている。

38 １回目 ２回目 ３回目

平均賃金は、原則としてこれを算定すべき事由の発生した日以前３カ月間

にその労働者に対して支払われた賃金の総額を、その期間の総日数で除して

算定するものとされており、その期間は、賃金締切日がある場合においては

直前の賃金締切日から起算することとされているが、雇入後３カ月未満の労

働者の平均賃金を算定する場合には、原則的な計算期間の３カ月に満たない

短期間であるので、賃金締切日の有無にかかわらずすべて算定事由発生日以

前雇入後の全期間について計算することとされている。

39 １回目 ２回目 ３回目

平均賃金は、賃金締切日がある場合については、原則として算定すべき事

由の発生した日の直前の賃金締切日から起算した算定期間について計算す

るが、賃金が出来高払制その他の請負制によって定められた場合においては、

賃金締切日の有無にかかわらず、算定すべき事由の発生した日から起算した

算定期間について計算する。

37 ○ 平成 19 年・過去問

平均賃金は、原則として次の計算式で計算した額です。

平均賃金 ＝
事由発生日以前３カ月間に支払われた賃金の総額

その期間の総日数

ただし、賃金が、日給、時給、出来高払制又は請負制の場合には、次の計

算式で計算した額が最低保障となります。

算定事由発生日以前３カ月間に支払われた日給の総額
×

60

算定事由発生日以前３カ月間の労働した日数 100

38 × 平成 14 年・過去問

雇入れ後３カ月に満たない労働者の平均賃金を算定する場合であっても、

賃金締切日があり、かつ、一賃金算定期間（１カ月以上の期間）が確保でき

るときは、直前の賃金締切日から起算します。

39 × 平成４年・過去問

賃金が出来高払制その他の請負制によって定められている場合であって

も、賃金締切日があるときは、原則として直前の賃金締切日から起算した算

定期間について計算します。


